
社会福祉法人の事業展開に係るガイドラインについて

○ 成長戦略フォローアップ（閣議決定）において、「希望する法人が、大規模化や協働化に円滑に取り組めるよう、（中略）
2019年度中を目途に、好事例の収集やガイドラインの策定等を行う。」が示される。

○ 社会福祉法人の事業展開等に関する検討会報告書に「希望する法人向けのガイドライン策定を進めるべき」との記述が入る。
○ これらを踏まえ、令和元年度 社会福祉推進事業「社会福祉法人の事業拡大等に関する調査研究事業」において、経営者向けガイ

ドライン案、実務担当者向けマニュアル案を検討した。
○ 同推進事業でとりまとめられたガイドラインを元に、厚生労働省において「社会福祉法人の事業展開に係るガイドライン」を策

定し、社会保障審議会福祉部会での審議、パブリックコメントを経て、令和２年９月１１日付けで、所轄庁を通じて社会福祉法人
に通知した。また、同推進事業でとりまとめられた上記マニュアルについても、参考として周知した。

（２）新たに講ずべき具体的施策
ⅰ）技術革新等を活用した効果的・効率的な医療・福祉サービスの確保

③ 医療・介護現場の組織改革や経営の大規模化・協働化
イ）医療法人・社会福祉法人の経営の大規模化等

・社会福祉法人の事業の協働化・大規模化の促進方策等について、有識者による検討会を開催し、2019年度中に結論を得る。また、希望する法人が、大規模
化や協働化に円滑に取り組めるよう、合併等の際の会計処理の明確化のための会計専門家による検討会による整理も含め、2019年度中を目途に、好事例の
収集やガイドラインの策定等を行う。

１社会福祉法人の連携・協働化の方法
（３）希望する法人が合併・事業譲渡に円滑に取り組めるような環境整備

所轄庁が合併等の手続きへの知見に乏しいとの意見や、実際に法人が合
併等に苦労したとの意見等を踏まえ、合併や事業譲渡、法人間連携の好
事例の収集等を行い、希望する法人向けのガイドラインの策定（改定）
を進めるべきである。
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社会福祉法人の事業展開に係るガイドラインの概要
事業展開の種類と期待される効果

事業展開の基本的な考え方

社会福祉法人が行う事業展開は、公益性・非営利性を十分に発揮し、社会福祉法人に寄せられている期待に応える非営利法人として、経営基盤を強化し良質かつ適切
な福祉サービスの提供が実現しうる観点から行われるべき

事業展開全体の効果
事業展開の種類と各々の効果

法人間連携 合併 事業譲渡等
○ 新たな福祉サービスや複

雑化、多様化した福祉課
題への対応

○ 一法人では対応が難しい
課題への対応（外国人材
の確保など）

○ 合併、事業譲渡等の手続
きに比べ容易で、意思決
定から実行までが短時間
で済む

○経営基盤の強化、事業効率化
・ 法人が一体となり、本部機能や財務基盤が強化され、事業安定性や継

続性が向上等
・ スケールメリットによる資材調達などのコスト削減

○サービスの質の向上、組織活性化
・ 相手方法人の人材、ノウハウ、設備等資源の活用により、サービスの

質の向上
・ 職員間の意識向上、新たな法人風土の醸成

○人材育成
・ 新たな領域の知識・技能・経験の交流により、スキル拡大・向上
・ 外部講師招へい、外部研修参加機会の確保など、教育環境の充実

○合併の効果に加え、
・ 事業継続が困難になっ

ている社会福祉事業を事
業譲渡により継続

・ 事業譲受けによる即戦
力資源の活用や新設、増
設に比べ迅速な事業展開
や事業化に関する負担軽
減等

合併、事業譲渡等に共通する事項
○法人所轄庁等への事前相談
○利用者や職員に対する十分な説明と理解の促進
○寄附財産（租税特別措置法関係）や国庫補助を受けている財産について税務署、行政庁への相談

合併 事業譲渡等

主
な
手
続
き

社会福祉法に規定される手続
① 理事会、評議員会における合併契約の決議
② 合併契約に関する書類の備置き及び閲覧等
③ 合併の法人所轄庁の認可
④ 債権者保護手続きにおける官報による公告
⑤ 登記手続
⑥ 事後開示、書面等の備置き・閲覧等

○ 事業を譲受ける法人
譲受ける事業について新規の許認可等の手続き

○ 事業を譲渡す法人
事業廃止などの各種手続き

○ 合併と異なり、包括承継がされないため、利用者、職員、調理、清掃などの委託業務等、土地、建物など
事業に関連するものは、改めて契約行為が必要

留
意
点

○ 当事者法人の十分な協議、当事者間の適切な合
意形成

○ 消滅法人の退職役員に対する報酬について、社
会福祉法に基づく手続きにより規定された基準
を厳守

○ 租税の取扱として、租税特別措置法第40条適
用を継続する場合の申請

○ 事業の譲渡しは、利用者へのサービス提供継続に資するために実施するもので、譲渡先法人の事業実施可
能性等に関する事業所管行政庁へ事前協議の実施

○ 相手方法人の関係者が特別の利益供与の禁止対象者（評議員、理事、監事、職員など）となる場合、特別
の利益供与の禁止規定や利益相反取引の制限規定に抵触しないよう留意

○ 資産を譲渡する際には、法人設立時等の寄附者の持分、剰余金の配分が無く、解散時の残余財産の帰属先
が社会福祉法人、国庫等になっていることに留意し、法人外流出に当たらないよう、適正な評価を行った上
で価格を検討

○ 資産を譲受ける際には、不当に高価で譲受することは、法人外流出に当たる可能性があることに留意し、
適正な評価を行った上で価格を検討

○ 租税の取扱として、有償又は無償に関わらず、寄附財産の譲渡は租税特別措置法第40条適用の取消（納付
義務）

○ 一般的に有償で譲渡する場合は国庫補助金の返還（納付義務）

合併、事業譲渡等の主な手続きと留意点
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